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OECD移転価格ガイドライン

第１章の改訂：地域固有の優

位性および受動的関係に関す

る重要な指針  
 

経済協力開発機構（OECD）の改訂後の移転価格ガイドライン第 6章では、無
形資産について、物理的資産または金融資産以外の、単一の企業が所有また
は支配できる資産と定義している。この定義によれば、地域固有の特性や労
働力は所有または支配できるものではないため、無形資産とはみなされな

い。しかし、移転価格分析においてはこれらを比較可能性の要素として考慮
しなければならない。「税源浸食と利益移転」（BEPS）プロジェクトの成果
物の一つとして 9月 16日に公布された移転価格ガイドライン第 1章の改訂内
容は、比較可能性の要素としての地域固有の特性、労働力およびシナジー効
果に関して、重要な指針を提供するものである。 

 

ロケーションセービング 

 

ロケーションセービングは OECDの移転価格ガイドライン第 9章（ビジネス
再編に関わる）で議論されている。第 1章のロケーションセービングに関す
る新たな指針は、基本的には第 9章にある原則に従ったものとなっている。 

 

ロケーションセービングは多国籍企業グループが一部の活動をコスト（例え

ば、労働力コストおよび不動産コスト）のより低い地域へ移転することによ
り生じる可能性がある。当然、移転に伴って発生するコストについても合わ
せて考慮する必要がある。 

 

多国籍企業グループの 2以上のメンバー間でロケーションセービングをどの
ように配分するかを決定する際には、以下の要素を考慮しなければならな
い。 

 

 ロケーションセービングが存在するか否か 

 ロケーションセービングの金額 

 ロケーションセービングが多国籍企業グループのメンバーに留保され
るか、または独立の顧客あるいはサプライヤーに移される程度 

 ロケーションセービングが完全に独立の顧客あるいはサプライヤーに
移されない場合、類似の状況において運営する独立企業が、留保され

るロケーションセービングのネット金額をどのように配分するか 

 

新たなガイドラインは、信頼できるローカルマーケットの比較対象があり、
それを独立取引価格の算定に用いることができる場合、ロケーションセービ
ングに対して特別に比較可能性の調整を行う必要はないということを示して
いる。しかし、信頼できるローカルマーケットの比較対象が存在しない場合
には、関連の事実と状況（関連企業が担う機能、負担するリスクおよび使用

する資産を含む）を全面的に分析した上で比較可能性の調整を行うべきとし 

税務 

Tax Analysis P197/2014 –2014年 9月 29日 
                        

   （日本語翻訳版） 

 

mailto:eunicekuo@deloitte.com.cn
mailto:patcheung@deloitte.com.hk
mailto:jenzhang@deloitte.com.cn
mailto:lkhaw@deloitte.com.cn
mailto:hoyeqinli@qinlilawfirm.com
mailto:antlau@deloitte.com.hk


 

ている。給与コストに差異があることのみをもって、ロケーションセービングが存在するか否か、あるいはどのよう
にロケーションセービングを配分するかを決定すべきではない。 

 

その他のローカルマーケットの特徴  

 

比較可能性に影響を与える可能性のあるその他のローカルマーケットの特徴には以下が含まれる。 

 

 製品の販売地のマーケット特性 

 

 当該マーケットにおける現地世帯の購買力および製品に対する嗜好 

 

 マーケットが拡大しているか、あるいは収縮しているか 

 

 マーケット競争の程度 

 

 マーケットにおけるインフラストラクチャーの相対的な利用可能性 

 

 訓練あるいは教育を受けた労働力の相対的な獲得可能性 

 

 利益の得られるマーケットにどの程度近いか 

 

 マーケットの優位性または劣位性を生じさせるその他の類似の特徴 

 

これらのローカルマーケットの特徴に対し、比較可能性の調整を行う必要性があるか否かを判断する際に最も信頼で
きるアプローチは、当該地域のマーケットにおける比較可能な独立取引のデータを検証することである。もし当該デ
ータが、これらの独立取引が関連者間取引と同じマーケット条件の下で行われていることを示しているのであれば、
ローカルマーケットの特徴に対する特別な調整は必要ないことになる。 

 

合理的に信頼できるローカルマーケットの比較対象がない場合、関連の事実と状況に基づいて、ローカルマーケット
の特徴に対してどのように比較可能性の調整を行うかを決めなければならない。その際、ロケーションセービングの
配分を決めるときと同じ要素を考慮すべきである。 

 

あるマーケットにおいては、ロケーションセービングあるいは地域固有の優位性の存在または配分を判断するための
ローカルマーケットの比較対象は存在しないと税務機関は主張する。比較対象がなければ、利益分割法を用いて分析

することになるかもしれない。OECDのガイドラインでは、最適な移転価格算定方法を決定する際、詳細な機能とリス
クの分析および事実分析が必要になるだろうとしている。 

 

政府のライセンスが地域固有の優位性に与える影響 

 

政府が発行するライセンスは無形資産に属する。もしライセンスがマーケットへの参入者数を制限するものならば、
そのことは地域固有の優位性をどのように配分するかに影響を与える可能性がある。そのような場合、ライセンスに

関わる無形資産から生じる利益をどのように配分するかを決めるために、当該ライセンスを取得するための各関連者
の貢献を判断する必要がある。政府のライセンスの影響を評価する際には、OECD移転価格ガイドライン第 6章の改訂
案の B部分にある無形資産に関する指針に照らし、現地のメンバーのローカルマーケットの無形資産による貢献とそ
の他のメンバーの技術、経験、知識等の無形資産による貢献を考慮しなければならい。 

 

もし政府のライセンスが多くの適格の申請者によって容易に取得できるものならば、ライセンス取得の要求はローカ
ルマーケットに参入する際の障壁とはならないかもしれない。その場合、ライセンスの保有は地域固有の優位性の配

分に実質的な影響を与えないだろう。 

 

新しいガイドラインが特定の国家に与える影響 

 

地域固有の優位性に関する新しい指針は、インドや中国等の国家の移転価格問題に影響を与える可能性がある。これ
らの国家は、新たな指針に基づき、潜在的に移転価格に影響を与える可能性のあるマーケットの特性を有している。 

 

例えば、インドでは 2013年の研究開発活動に関する 6号法規の中で、委託研究開発サービスを提供する「インド開発
センター」について、その機能に基づく合理的な移転価格分析方法を提起している。機能が異なる場合には、異なる
経済分析の方法（利益分割法を含む）を適用することになるかもしれない。新たな指針は納税者と税務機関の間の議
論に対して、より明確な枠組みを提供するであろうが、インドの税務機関が地域固有の優位性に対する比較可能性の
調整を考慮する状況を減少させることにはならないであろう。 

 

中国では、税務機関は通常、中国の企業は多くの地域固有の優位性（低い運営コストと独特なマーケット特性を含



む）から利益を得ていると考えている。中国の税務官は一貫して積極的に、ロケーションセービングとマーケットプ
レミアム等の地域固有の優位性に関して納税者と議論をしてきた。地域固有の優位性に関する OECDの新しい指針
は、当該優位性に対する比較可能性の調整を考慮する状況を増加させ、かつ納税者に対して当該優位性に係るより詳
細な移転価格分析を求めることになるだろう。 

 

グループシナジー 

 

現行の OECDガイドラインでは、単に大型の多国籍企業グループのメンバーであることを理由として取得した付随的
な利益に対して補償を支払う必要はないとしている。新しいガイドラインでは、グループシナジーの概念について新
たに説明するとともに、グループ内貸付と集中購買におけるグループシナジーの原則の適用について例を挙げて説明
している。 

 

改訂後のガイドラインでは、多国籍企業グループは小型の独立企業にはないグループシナジーの効果を享受できる可
能性があると考えている。そのシナジー効果は規模の経済、結合または統合されたコンピュータおよび通信システ

ム、統合された管理、二重支出の排除等から生じる可能性がある。グループシナジーの効果は往々にして有利なもの
であるが、不利な影響をもたらす可能性もある。例えば、より小さく、融通の利く企業であれば生じることのない官
僚的な体制による障害、あるいは大きな組織に属するために課される追加的な負担または要求である。 

 

もしグループのその他のメンバーが「目的のある協調行動」をとらないならば、単に当該グループのメンバーである
ことによって得られる付随的な利益に対して補償を支払う必要はない。「付随的」とは、獲得する利益の量を指すも
のではなく、その利益が単にそのグループのメンバーであることによって得られるものであることを指している。 

 

しかし、シナジー効果が当該グループの目的のある協調行動によって得られるものならば、以下のことを考慮する必
要がある。 

 

 有利か不利か 

 

 発生する利益または損失の金額 

 

 どのようにグループのメンバーの間で当該利益または損失を配分するか 

 

改訂後のガイドラインでは、グループの目的のある協調行動から生じるシナジー効果は、グループの各メンバーの当
該効果への貢献割合に基づき配分すべきであるとしている。 

 

グループ内貸付 

 

グループシナジーに関する指針では、以下の 2つのケースを用いて、融資取引における受動的関係（passive 

association）/暗黙的支援（implicit support）の問題について議論している。 

 

ケース 1は、多国籍企業グループのメンバー企業が信用格付けに関してグループシナジーの影響を受けるというもので
ある。当該ケースにおいて、P社は金融サービスに従事する多国籍企業グループの親会社である。グループの連結貸借

対照表が健全であることから、P社は Aaaの信用格付けを維持している。単体企業について言えば、グループの S社の
単体貸借対照表では Baaの信用格付けしか得られない。しかし、S社は P社グループのメンバーであるため、大きな独
立の貸し手は Aの信用格付けを有する借り手に適用される貸付利率をもって、S社に貸付をすることを望む。S社は P

社グループのメンバーであることによって格上げされる信用格付けを反映した利率をもって、同時に第三者の貸し手
と P社から資金を借り入れることができる。 

 

図 1 – OECD のケース 1の図解–契約上の信用保証なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

このケースでは、S社はグループシナジーの効果に対する支払あるいは比較可能性の調整をする必要はない。その効果
は単に S社がグループのメンバーであることから生じたものであり、多国籍企業グループのメンバーによる目的のあ
る協調行動によって生じたものではないからである。 

 

類似の原則はケース 2にも適用される。このケースでは、付随的な利益と目的のある協調行動によって生じるグループ
シナジーの効果とを区別している。ケース 2はケース 1の状況と類似しているが、ケース 2では親会社である P社が S

社の借入金に対して保証を提供している（法律責任を負う）。これはグループの協調行動の例である。ケース 2では S

社は相応の保証費を支払うべきであると考えられる。ただし、その保証費は S社の信用格付けの Baaから AAAへの格
上げではなく、Aから AAAへの格上げに見合うものでなければならない。ケース 1で述べた通り、S社の信用格付け
の Baaから Aへの格上げは、S社がグループのメンバーであることから生じる受動的関係によるものであるが、Aから
AAAへの格上げは、親会社である P社による保証の提供という、目的のある協調行動に直接起因するものだからであ
る。 

図 2 – OECD のケース 2の図解–親会社が契約上の信用保証を提供する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらのケースは多くの事実を前提にしたものであるが、これらの前提となる事実は全ての状況に当てはまるとは限
らない。上述のケースの結論によれば、多国籍企業グループが将来においてメンバーに契約不履行の状況が生じた際
に財務支援をしたいと望むことは、グループの「目的のある協調行動」ではない。しかし、親会社が目的のある措置
を通じてその信用格付けを一定の水準に維持することにより、競争者よりも低い利率で借入をすることができる場合
に、そのような行動が、S社から P社への補償支払を必要とするグループの「目的のある協調行動」にあたるか否かは

ケースにおいて明確にされていない。 

 

同じように、上述のケースでは、大きな独立の貸し手はグループの子会社の単体の信用格付けより高い信用格付けを
反映した利率で当該子会社に貸付をすることを望むと仮定しているが、この仮定は常に成立するわけではない。例え
ば、信用格付け機関は通常、特定の状況においてのみグループの暗黙的支援を考慮する。国際決済銀行（BIS）に事務
局のあるバーゼル銀行監督管理委員会が公表しているバーゼル IIのフレームワークでは、銀行のリスクを評価する
際、通常は法的効力を有する保証のみが考慮されるが、グループの暗黙的支援はこの要件を満たさない。グループの

暗黙的支援は信用リスクの格付けに影響を与えるため、上述の OECDのケースは銀行がグループの暗黙的支援を考慮
するか否かに影響を与える可能性がある。銀行は一般的には、暗黙的支援への対応方法を対外的に公表せず、また実
際の経験により、各銀行が採用する方法は異なる。 

 

最後に、ケース 1では関連者による貸付と第三者による貸付に契約上の差異はないと仮定している。暗黙的支援は貸付
に特有の契約上の差異には影響を与えないと思われる。例えば、関連者による貸付の返済順位が第三者による貸付よ
り劣後する場合、その順位は特定の貸付の単独の信用格付けに影響を与える可能性がある。 

 

集中購買 

 

新たな指針によれば、グループが積極的な措置を講じて、ボリュームディスカウントを得るために購買の機能をグル
ープの中のある企業に集中させる場合、これはグループの「目的のある協調行動」にあたる。集中購買を行う企業が
購入物品をグループ内のその他のメンバーに販売するか、単にグループを代表して主たる購買契約の交渉を行うかに
かかわらず、当該行動から生じる利益はグループのメンバー間で配分する必要がある。しかし、グループが積極的な

措置を講じるのではなく、サプライヤーがグループのその他のメンバーから追加の注文を受けるために、グループの
中の一企業に一方的に追加的なディスカウントを与える場合、当該企業が得るディスカウントはグループの一員であ
ることから生じる付随的な利益であるため、当該企業はその利益を配分せずに自ら留保することができる。 

 

新たな指針では 3つのケースを用いて、集中購買を行う企業がボリュームディスカウントを受ける場合、ボリュームデ
ィスカウントによる利益はグループのメンバー間で配分しなければならないということ、集中購買を行う企業は自ら
が担う機能と購買活動において使用する資産に見合うリターンのみを得ることができるということを説明している。

これらのケースは、購買活動はルーティンの活動であり、購買を行う企業はその活動に対してルーティンのリターン



のみを得るということを暗示している。グループの購買を集中させることにより生じる利益は全てグループのメンバ
ー間で配分しなければならない。 

 

これらのケースは多くの事実を前提にしたものであるが、これらの前提となる事実は全ての状況に当てはまるとは限
らない。集中購買を行う企業が追加的な機能を担い、追加的な資産あるいは資源を使用する場合（例えば、より効率
的に価格変動を追跡かつ予測するための複雑なソフトウエアアルゴリズムを開発した場合）、これらのケースによれ
ば、このような購買サービスからもたらされる付加的な価値をグループのメンバー間で配分することは求められてい

ないようである。 

 

集合的な労働力 

 

第 1章の追加部分では、移転価格分析における集合的な労働力の潜在的な影響についての指針を提供している。当該指
針は、独特の資質あるいは経験を有する労働力は移転価格に影響を与える比較可能性の要素となる可能性があること
を示している。 

 

集合的な労働力はビジネス再編の一部として移転する可能性がある。その場合、指針によれば、労働力の価値は取替
原価の分析によって計算できる。集合的な労働力の移転は時間とコストの節約をもたらす場合もあり、その節約は移
転資産の独立取引価格に反映されなければならない。それとは逆に、労働力の移転は雇用関係の終了、年金あるいは
その他の潜在的な義務を生じる可能性もあり、それらは労働力の価値を低くし、ひいては負の価値を生じることもあ
る。この場合、再編において支払われる対価はこれらの潜在的な義務を反映したものでなければならない。重要なこ
とは、集合的な労働力は単一の企業が所有あるいは支配できるものではないため、新しい指針ではこれを無形資産と

はみなしていないという点である。 

 

ほとんどの場合、従業員の出向そのものは、その従業員が提供するサービスに対する補償以外の追加的な補償を必要
とするものではないということを指針は示している。 

 

労働力の移転あるいは従業員の出向により、価値のあるノウハウを移転することとなる場合には、第 6章の無形資産に

関する指針に基づき、移転されるノウハウの評価を行わなければならない。同様に、特定の技能あるいは経験を有す
る集合的な労働力があることにより、移転される無形資産の価値は高まるかもしれない。そのことは無形資産の価値
に影響を与え、あるいは当該労働力が将来において提供するサービスの価値に影響を与える可能性がある。 

 

発効日 

 

OECDは第 1章の改訂の発効日については勧告していない。改訂の発効日は当該ガイドラインを採用する国家の国内法

次第となるだろう。一部の国家は特定の移転価格法規を制定せず、基本的に OECDの移転価格ガイドラインに従って
いる。これらの国家については、第 1章の改訂は、それが最終化されたときに自動的に国内法に組み入れられることに
なる。一方、特定の移転価格に関する法律、法規あるいは指針を有する国家は、ガイドラインの改訂内容を反映した
新たな法律を制定するか、あるいは現行の法規または指針を正式に改訂することが必要となる。 

 

第 1章の改訂が将来的に適用されるのか、あるいは遡及的に適用されるのかも現地の法律によって決まる。2015年の
BEPSプロジェクト終了時の最終合意には、OECDの新しいガイドラインの発効日が含まれる可能性もある。 

 

中国当局のコメント 

 

中国国家税務総局（SAT）は 2014年 9月 17日に、G20の BEPSプロジェクトの成果物に関するプレスリリースを出し
た。その中で SATは、BEPSプロジェクトは中国の租税管理に不可避の実質的影響をもたらし、かつ BEPS行動計画の
最終的な結果がどうであれ、中国の税務当局は関連の義務を履行することについてのプレッシャーを受けるだろうと
述べた。このプレスリリースにおいて SATは、今回のような国際的な改革の動きの中で、公正かつ透明性のある方法

によって租税が価値創造と見合うようにすることによって、より公平な税収配分を実現できるとの見解を述べ、中国
は引き続き BEPSプロジェクトに積極的に関与し、適切な立法と行政および国際的な協力を通じて、移転価格税制執行
上の公平性を確保すると結論付けた。 

 

その後、2014年 9月 25日に SATは会議を開催し、BEPS行動計画に対する考え方について、納税者および税務アドバ
イザーとのディスカッションを行った。この会議において、SATは BEPSプロジェクトを支持する立場を改めて述べる
とともに、BEPSに関連する今後のいくつかの重要な動きについて説明した。 

 

 現在、一般租税回避防止規則、移転価格税制、CFC（Controlled Foreign Company：被支配外国企業）税制およ
び過少資本税制等について規定した「特別納税調整実施弁法（試行）」（国税発[2009]2号）の改正作業を行
っている。SATは 2014年末までに意見募集のための草案を公布する予定であり、最終版は 2015年初めに公布
されるものと見込まれる。 

 

 SATは OECDの作業計画に合わせたスケジュールを作成している。通常であれば、OECDの各提言が公布され

後、約 6－9ヶ月でそれらに対応することができる。 



 

 SATは公式サイトに、将来の移転価格調査において重点となり得るリスクの高い行為のリストを掲載する予定
である。 

 

テクニカルの観点から見ると、SATはますます地域固有の優位性（ロケーションセービングおよびマーケットプレミ
アムを含む）に注目するようになっており、そのことは 2012年 10月に公布された「国連による発展途上国のための移
転価格マニュアル」第 10章の中国実務編にも反映されている。実務においても、中国における多くの移転価格調査あ

るいは二国間事前確認の案件において、地域固有の優位性に関する議論が行われている。各案件における具体的な事
実と状況に応じて、税務機関は地域固有の優位性に関わると考えられる多くのマーケットおよびコストのデータと分
析を提出するよう納税者に求めることがある。しかし、実際には多くの案件において、税務機関は利益分割法を用い
て分析を行うことを検討する。OECDも言及している通り、このことは実務において比較可能性の調整を行うことの困
難性を反映していると言えるかもしれない。 

 

中国に投資する多国籍企業が、地域固有の優位性またはローカルマーケットの特性による利益を実際に得ていると考

えられる場合には、グループの移転価格政策を制定する際に当該要因について考慮し、分析しておくことが推奨され
る。 

 

国外に多くの子会社および関連会社を有する中国企業にとっても、地域固有の優位性およびその他のローカルマーケ
ットの特性による影響を考慮することが必要となるかもしれない。 

 

グループシナジーに関する指針では、信用格付けが格上げされるケースにより、金融取引における受動的関係/暗黙的

支援の問題について説明しているが、これに関して中国には 2つの実務的な問題が存在する。外貨および利率の規制
と、必要な金利スプレッドを実現する際の中国現地における格付けシステムと世界で広く採用されている格付けシス
テムとの紐付の問題である。 

 

香港当局のコメント 

 

地域固有の優位性は主に新興市場に関わるものであるが、受動的関係に関する指針は、香港でよく見られる金融取引
と購買ストラクチャーについて参考になる解釈を提供するものかもしれない。香港の金融市場の自由市場としての特
性は、ガイドライン第 1章のケースで述べられている技術的指針を一般的に企業間の金融取引に適用できることを意味
する。一方、重要な購買に関わるバリューチェーンを有するグループは、ボリュームディスカウントとグループのメ
ンバー間における潜在的な利益の共有といった要素を考慮する形で、その移転価格政策をレビューする必要がある。 

 

結論 

 

OECD ガイドライン第 1章で追加された地域固有の優位性、グループシナジーおよび労働力に関する内容は、税務機関
と企業の双方にとって重要な指針となるものである。これらの問題に関わる企業は、移転価格分析を行う際にこの新
しい指針を考慮する必要がある。 
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